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（総　則）

第1条　令和2年度松江市ガス事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 供給戸数 戸

(2) 年間供給量 ｍ3

(3) 一日平均供給量 ｍ3

(4) 液化石油ガス需要家戸数 戸

(5) 液化石油ガス年間販売量 ｍ3

(6) 主要な建設改良事業

イ ＬＮＧサテライト基地ＤＣＳ更新工事 千円

ロ 市道朝日町南線ガス管改良工事 千円

（収益的収入及び支出）

第3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第1款 ガス事業収益 千円

第1項 営業収益 千円

第2項 営業雑収益 千円

第3項 附帯事業収益 千円

第4項 営業外収益 千円

第5項 特別利益 千円

第1款 ガス事業費用 千円

第1項 営業費用 千円

第2項 営業雑費用 千円

第3項 附帯事業費用 千円

第4項 営業外費用 千円

第5項 特別損失 千円

第6項 予備費 千円

（資本的収入及び支出）

第4条　

第1款 ガス事業資本的収入 千円

第1項 企業債 千円

第２項 工事負担金 千円

38,975

42,698

255,518

1

30,470

1

1,100

1,615,071

1,280,527

73,909

266,600

3,655

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額 350,832 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

令和2年度松江市ガス事業会計予算

270,255

収　　　　　　　　入

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

12,800

7,961,312

21,812

2,290

1,535,356

545,845

65,241

33,125

1,864,043

24,937 千円、過年度分損益勘定留保資金 184,485 千円及び当年度分損益勘定留保資金

141,410 千円で補填するものとする。)。

220,559

－ 1 －



第1款 ガス事業資本的支出 千円

第1項 建設改良費 千円

第2項 企業債償還金 千円

（企業債）

第5条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第6条　一時借入金の限度額は、300,000 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第7条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 営業費用、営業雑費用、附帯事業費用及び営業外費用の相互間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第8条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職員給与費 千円

(2) 交際費 千円

（他会計からの補助金）

第9条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、10,838 千円である。

（棚卸資産購入限度額）

第10条　棚卸資産の購入限度額は、763,139 千円と定める。

令和2年2月26日提出

松江市長

起債の方法

松　浦　正　敬

支　　　　　　　　出

起債の目的 限度額

368,483

50

ガス建設改良事業 266,600 千円
普通貸借又は
証券発行

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場
合には、その債権者と協定す
る融資条件による。ただし、
財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は繰
上償還もしくは低利債に借換
えすることができる。

年3.5%以内

利率

621,087

293,302

327,785

償還の方法

－ 2 －



1　資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

・株券 原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 移動平均法による原価法

2　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産 定額法

（2）無形固定資産 定額法

3　引当金の計上基準

（1）退職給付引当金

（2）賞与引当金・法定福利費引当金

（3）貸倒引当金

（4）特別修繕引当金

4　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

（1）消費税及び地方消費税の会計処理

（2）リース取引の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

係る方法に準じた会計処理によっている。

額に相当する額を計上している。

している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額

を計上している。

原則１５年ごとに行う球形ガスホルダーの検査・修繕に要する費用の支払

いに備えるため、前年度の引当金額に当年度の負担に属する金額を加算した

金額（前回実績額の１５分の５）を計上している。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給

翌年度6月の職員の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当の支給に伴い

発生する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上

－ 3 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 うち消費税及び地方消費税

1 うち消費税及び地方消費税

1

2 うち消費税及び地方消費税

1

2

3 うち消費税及び地方消費税

1

2

3

4 うち消費税及び地方消費税

1

2

3

4

5

1

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 うち消費税及び地方消費税

1 うち消費税及び地方消費税

1

2

3

2 うち消費税及び地方消費税

1

2

3 うち消費税及び地方消費税

1

2

3 機 器 販 売 費 16,219

1,864,043 167,192

1,535,356

1,535,356

3,881

23,225

38,975 3,539

749

41,949

6,772220,559

6,288

10,838

1

509

237,587

30,470

支　　　　　　　　　　出

款 項 目 予 定 額 備　　　　　考

受 注 工 事 収 益 343

機 器 販 売 収 益 17,588

29,079

営 業 費 用 1,280,527 18,668

ガス事業費用

款

営 業 収 益

営 業 外 収 益

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

過年度損益修正益

令和2年度松江市ガス事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

製 品 売 上

備　　　　　考予 定 額

1

139,577

目項

液化石油ガス売上

3

ガス事業収益

受 注 工 事 収 益

機 器 販 売 収 益

受 取 利 息

特 別 利 益

1,615,071

一 般 管 理 費 120,535

供 給 販 売 費 538,942

製 造 費 621,050

液 化 石 油 ガ ス
販 売 費

204,007

受 注 工 事 費 333

機 器 販 売 費 38,439

受 注 工 事 費 536

営 業 雑 収 益

附帯事業収益

42,698

255,518

長期前受金戻入 13,341

営 業 雑 費 用

附帯事業費用

－ 4 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

款 項 目 予 定 額 備　　　　　考

4

1

2

3

5

1

6 うち消費税及び地方消費税

1

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1

1

1

2

1

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 うち消費税及び地方消費税

1 うち消費税及び地方消費税

1

2

2

1

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

30,106

雑 支 出

営 業 外 費 用 73,909

特 別 損 失 1

1

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

43,802

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

款 項 目 予 定 額 備　　　　　考

過年度損益修正損 1

100

予 備 費 1,100

予 備 費 1,100

企 業 債 266,600

ガ ス 事 業
資 本 的 収 入

270,255

工 事 負 担 金 3,655

企 業 債 266,600

工 事 負 担 金 3,655

支　　　　　　　　　　出

款 項 目 予 定 額 備　　　　　考

拡 張 費 61,168

24,937

建 設 改 良 費 293,302 24,937

ガ ス 事 業
資 本 的 支 出

621,087

企 業 債 償 還 金 327,785

企業債償還金 327,785

改 良 費 232,134

－ 5 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

特別修繕引当金の増減額（△は減少）

その他固定負債の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

製品の増減額（△は増加）

棚卸資産の増減額（△は増加）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

工事負担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出

建設改良費の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

△ 7,714

△ 2,104

令和2年度松江市ガス事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

154,661

156,477

△ 7

△ 13,341

△ 3

30,106

24,537

△ 171

△ 958

49,879

8

262,264

306,712

266,600

△ 327,785

△ 61,185

44,448

300,000

△ 300,000

7,431

1,557

27

208

△ 145

△ 268,367

3,655

△ 264,712

400,448

3

△ 30,106

370,345

－ 6 －



1　総　括

※（　　）は短時間勤務職員数で外数

　　

ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　　）は短時間勤務職員数で外数

　　

給　与　費　明　細　書

区　　　　分

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　計
特別職 一般職 報酬 給　料 賃　金 手　当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 1
(10)

0 176,181 0 133,851 310,032 58,451 368,483
34

前年度 1
(0)

0 153,033 20,468 121,612 295,113 56,078 351,191
33

比　較 0
(10)

0 23,148 △ 20,468 12,239 14,919 2,373 17,292
1

手 当 の

内　　訳

区　　分
通勤手当

時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当
管 理 職
手　　当

扶養手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 4,102 12,626 45,840 25,797 3,096 6,594

比　　較 566 2,803 6,192 1,148 1,396 258

1,914 2,631

前 年 度 3,536 9,823 39,648 24,649 1,700 6,336

△ 43

区　　分

宿 日 直
手　　当

児童手当 退職手当

(千円) (千円) (千円)

1,866 2,674

本 年 度 7,154 2,340 21,757

前 年 度 7,465 2,705 21,210

48

比　　較 △ 311 △ 365 547

区　　　　分

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

法　定
福利費

合　計
特別職 一般職 報酬 給　料 賃　金 手　当 計

前年度 1
(0)

0 153,033

本年度 1
(0)

0 159,087

20,468 121,612 295,113 56,078 351,191
33

126,969 286,056 55,066 341,122
34

0

5,357 △ 9,057 △ 1,012 △ 10,069
1

手 当 の

内　　訳

区　　分
通勤手当

時 間 外
勤務手当

期末手当

比　較 0
(0)

0 6,054 △ 20,468

勤勉手当
管 理 職
手　　当

扶養手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 3,364 11,423 40,899 25,797 3,096 6,594 1,914 2,631

前 年 度 3,536 9,823 39,648 24,649 1,700 6,336 1,866 2,674

比　　較 △ 172 1,600 1,251 1,148 1,396 258 48 △ 43

本 年 度 7,154 2,340 21,757

前 年 度 7,465 2,705 21,210

区　　分

宿 日 直
手　　当

児童手当 退職手当

(千円) (千円) (千円)

比　　較 △ 311 △ 365 547

－ 7 －



イ　会計年度任用職員

※（　　）は短時間勤務職員数で外数

　　

2　給料及び手当の増減額の明細

※会計年度任用職員を除く

区　　　　分

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

法　定
福利費

合　計
特別職 一般職 報酬 給　料 賃　金 手　当 計

前年度 0
(0)

0 0

本年度 0
(10)

0 17,094

0 0 0 0 0
0

6,882 23,976 3,385 27,361
0

0

6,882 23,976 3,385 27,361
0

手 当 の

内　　訳

区　　分
通勤手当

時 間 外
勤務手当

期末手当

比　較 0
(10)

0 17,094 0

前 年 度 0 0 0

比　　較 738 1,203 4,941

(千円) (千円) (千円)

本 年 度 738 1,203 4,941

昇給に伴う増加分 2,000
平均昇給率　　　　　1.3%
該当職員数　　　　　32人

給　　料 6,054
給与改定に伴う増減分 0 給料改定率　　　　 0%

区　　分
増 減 額 増　減　事　由　別　内　訳

説　　明 備　　考
(千円) (千円)

その他の増減分 4,054
職員構成の変動（採用・退
職・会計間の異動）等によ
る増

職員の異動状況
　本年度　　　 　　 34人
　前年度　　　 　　 33人
　増減　　　　 　　  1人

手　　当 5,357

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 5,357
職員構成の変動（採用・退
職・会計間の異動）等によ
る増

－ 8 －



3　給料及び手当の状況

(1) 職員1人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

※会計年度任用職員を除く

(2) 初任給

※会計年度任用職員を除く

(3) 級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

※（　　）は短時間勤務職員数で外数

※会計年度任用職員を除く

　(級別の基準となる職務)

区　　　　　　　　　　分 企　業　職

令和 2年 1月 1日現在

平均給料月額 370,191

平均給与月額 452,056

平 均 年 齢 47.04

区　　　分 企　業　職 (円)
一般会計の制度

行　政　職 (円)

高　校　卒 148,600 150,600

平成31年 1月 1日現在

平均給料月額 372,394

平均給与月額 456,185

平 均 年 齢 47.10

大　学　卒 180,700 182,200

級

本　　年　　度 前　　年　　度

企　　業　　職 企　　業　　職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

1級
1 2.9 1 3.0

2級
0 0.0 0 0.0

3級
1 2.9 4 12.1

4級
14 41.2 10 30.3

5級
14 41.2 16 48.5

6級
2 5.9 0 0.0

7級
2 5.9 2 6.1

計
34 100.0 33 100.0

6　級 7　級

企　業　職
主 事

技 師

主 任 主 事

主 任 技 師

係 長
専 門 企 画 員
専 門 技 術 員
副 主 任

係 長
専 門 企 画 員
専 門 技 術 員
主 任

課 長 補 佐
指 導 監
主 幹

課 長
技 術 専 門 監
室 長

局 次 長
技 術 専 門 監

区　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級

－ 9 －



(4) 昇給

(A)

(B)

(A)

(B)

※会計年度任用職員を除く

(5) 特殊勤務手当

※会計年度任用職員を除く

(6) 期末手当・勤勉手当

ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

イ　会計年度任用職員（期末手当）

 1 号 給 (人) 0

 2 号 給 (人) 0

区　　　　　　　　　分 企　業　職

本
　
　
年
　
　
度

職 員 数 (人) 34

昇 給 に 係 る 職 員 数 (人) 29

号給数別内訳

 6 号 給 (人) 0

 8 号 給 (人) 0

 3 号 給 (人) 0

 4 号 給 (人) 29

比 率 　 (B)/(A) (％) 85.3

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数 (人) 33

昇 給 に 係 る 職 員 数 (人)

0

 4 号 給 (人) 31

 6 号 給 (人) 0

31

号給数別内訳

 1 号 給 (人) 0

 2 号 給 (人) 0

 3 号 給 (人)

区　　　　　　　　　分 企　業　職

 給 料 総 額 に 対 す る 比 率　　　(％) 1.7

 支 給 対 象 職 員 の 比 率　　　 　(％)
88.2

 　　（令和　2年 1月 1日現在）

 8 号 給 (人) 0

比 率 　 (B)/(A) (％) 93.9

12月(月分)

本　　年　　度
( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.350 )

有

 支給対象職員1人当たり平均支給月額 (円) 7,308

 特　殊　勤　務　手　当　の　名　称 保安手当、資格選任手当、出動手当

区　　　分
支給期別支給率 支給率計

(月分)
 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　　考
6月(月分)

2.225 2.225 4.450

一般会計の制度
( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.350 )

2.225 2.225 4.450

前　　年　　度
( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.350 )

有

6月(月分) 12月(月分)

本　　年　　度 1.300 1.300 2.600

有
2.250 2.250 4.500

区　　　分
支給期別支給率 支給率計

(月分)
 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　　考

一般会計の制度 1.300 1.300 2.600 無

無

前　　年　　度

－ 10 －



(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(8) その他の手当

交通用具利用者の通勤距離と通勤手当額
　２km以上４km未満 円

　４km以上６km未満 円

　６km以上８km未満 円

　８km以上10km未満 円

　10km以上12km未満 円

　12km以上14km未満 円

　14km以上18km未満 円

　18km以上22km未満 円

　22km以上26km未満 円

　26km以上30km未満 円

　30km以上 円
※扶養手当・住居手当は会計年度任用職員には支給しない

備　　　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職
 特例措置
 (2%～20%加算)

区　　　分
20年勤続の者

(月分)
25年勤続の者

(月分)
35年勤続の者

(月分)
最 高 限 度

(月分)
そ の 他 の
加 算 措 置 等

区　　　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職
 特例措置
 (2%～20%加算)

11,600

14,100

16,600

18,300

20,300

22,300

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 交通機関については一般会
計と同じ。
ただし、交通用具利用者に
ついては右記距離別支給を
している。

3,200

4,900

6,600

8,200

9,900

－ 11 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

1

(1)

(2)

イ

ロ

(3)

イ

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

3

(1)　

イ

(2)

イ

ロ

4

(1)　

イ

(2)

(3)

イ

ロ

(4)

(5)

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 64,178

未 収 金

現 金 預 金

製 品

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

36,177貯 蔵 品

前 払 金 133

306,712

1,465

2,545,021

賞 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計 2,449,002

321,218

4,343

22,323

26,666

208,220

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

引 当 金 合 計

建設改良費等の財源に

充てるための企業債 2,020,398

企 業 債 合 計 2,020,398

420,821

企 業 債 合 計

令和2年度松江市ガス事業予定貸借対照表
（令和3年3月31日）

資　　産　　の　　部

投 資 合 計

2,537,349

6,880

13,354,759

△ 10,817,410

ソ フ ト ウ ェ ア

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

329

有 形 固 定 資 産 合 計 2,537,349

792

463

6,880出 資 金

投 資

引 当 金

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

引 当 金 合 計

預 り 金

未 払 金

流 動 負 債 合 計

321,218

65,367

△ 1,189

7,783

428,604

408,665

資 産 合 計 2,953,686

流 動 負 債

負　　債　　の　　部

企 業 債

562,772

流 動 資 産 合 計

4,564

そ の 他 流 動 負 債 2,104

－ 12 －



5

(1)

6

7

(1)

イ

(2)

イ

○退職給付引当金の取崩し

　　

使用する。

○賞与引当金の取崩し

　　

　

○法定福利費引当金の取崩し

取崩し、使用する。

本年度の期末、勤勉手当の支給に伴う法定福利費を支出するため、法定福利費引当金 4,316千円を

3,544

1,682,295

繰 延 収 益

2,953,686負 債 資 本 合 計

△ 190,814

3,144,500

当年度未処理欠損金

132,726

△ 679,702

欠 損 金

剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計 683,246

683,246

3,544

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

△ 1,549,569

本年度の出向職員の退職給付費企業局負担金には退職給付引当金 9,818千円を取崩し、使用する。

本年度の期末、勤勉手当には賞与引当金 22,115千円を取崩し、使用する。

資　　本　　の　　部

488,888

本年度において、退職手当として 19,101千円を支給するため、退職給付引当金 19,101千円を取崩し、

－ 13 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

1

(1)

2

(1)

(2)

(3)

(4)

3

4

5

(1)

(2)

6

(1)

(2)

7

(1)

(2)

(3)

8

(1)

(2)

(3)

9

(1)

(2)

(3)

(4)

10

(1)　

(2)

11

(1)　

12

(1)　

13

(1)　

10,899

令和元年度松江市ガス事業予定損益計算書
（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

1,439

製 品 売 上

1,401,960

842,025

644,715

232,900

ガ ス 売 上

附 帯 事 業 収 益

附 帯 事 業 費 用

1,401,960

営 業 雑 費 用

1,320

519,215

125,500

563,255

3,439

売 上 総 利 益

1,065,700

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 837,907

前 年 度 繰 越 欠 損 金

経 常 利 益

営 業 外 収 益

供 給 販 売 費

一 般 管 理 費

営 業 雑 収 益

31,959

営 業 外 費 用

228,784

支払利息及び企業債取扱諸費

559,935

3

雑 収 益 7,390

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息

長 期 前 受 金 戻 入 13,667

36,074

雑 支 出 1 36,075

当 年 度 純 利 益

予 備 費 991 991

予 備 費

1 1

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益 1 1

特 別 損 失

△ 4,116

過 年 度 損 益 修 正 損

227,793

△ 991

0

機 器 販 売 費

液 化 石 油 ガ ス 売 上

受 注 工 事 収 益

営 業 利 益

受 注 工 事 収 益

機 器 販 売 収 益

受 注 工 事 費

売 上 原 価

期 首 棚 卸 高

当 期 製 品 製 造 原 価

当 期 製 品 自 家 使 用 高

期 末 棚 卸 高

受 注 工 事 費

機 器 販 売 費

機 器 販 売 収 益

液 化 石 油 ガ ス 販 売 費

事 業 利 益

564,694

4,759

197,310

4,016

210,680

47

11,218

31,574

179,589

300

10,482

221,945

190,371

994

30,918 31,912

820

27,076 27,896
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（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

1

(1)

(2)

イ

ロ

(3)

イ

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

3

(1)　

イ

(2)

イ

ロ

(3)

4

(1)　

イ

(2)

(3)

イ

ロ

(4)

(5)

26,431

預 り 金 4,556

流 動 負 債 合 計 526,931

引 当 金

賞 与 引 当 金 22,115

法 定 福 利 費 引 当 金 4,316

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債 9,818

建設改良費等の財源に

充てるための企業債 327,785

企 業 債 合 計 327,785

未 払 金 158,341

引 当 金 合 計 419,616

固 定 負 債 合 計

そ の 他 固 定 負 債 2,104

2,496,736

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計 2,075,016

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 413,390

特 別 修 繕 引 当 金 6,226

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債 2,075,016

前 払 金 133

流 動 資 産 合 計 362,936

資 産 合 計 2,820,604

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金 63,213

製 品 1,320

貯 蔵 品 36,006

流 動 資 産

現 金 預 金 262,264

未 収 金 64,409

△ 1,196

2,457,668

令和元年度松江市ガス事業予定貸借対照表
（令和2年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 13,360,600

電 話 加 入 権 329

ソ フ ト ウ ェ ア 1,579

投 資

出 資 金 6,880

投 資 合 計 6,880

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 1,908

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,911,720 2,448,880

有 形 固 定 資 産 合 計 2,448,880
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5

(1)

6

7

(1)

イ

(2)

イ

○退職給付引当金の取崩し

　　本年度の出向職員の退職給付費企業局負担金等には退職給付引当金 5,000千円を取崩し、使用する。

資 本 合 計 △ 345,475

負 債 資 本 合 計 2,820,604

当年度未処理欠損金 837,907

欠 損 金 合 計 837,907

剰 余 金 合 計 △ 834,363

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金 3,544

資 本 剰 余 金 合 計 3,544

欠 損 金

負 債 合 計 3,166,079

資　　本　　の　　部

資 本 金 488,888

剰 余 金

長 期 前 受 金 1,678,640

収 益 化 累 計 額 △ 1,536,228

繰 延 収 益 合 計 142,412

繰 延 収 益

－ 16 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

㎥

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

㎥

うち消費税及び地方消費税

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

人　件　費

職　　　員

29,079

明　　　　　　　　　　細

1,615,071

1過年度損益修正益

款　　　項

1

42

3,075

1,304

256

30,470

237,587

機 器 販 売 収 益 17,588

受 注 工 事 収 益

機 器 販 売 収 益 17,588

343

343

3,881

23,225

備　　　　　考

1,864,043

237,587

749

金　　額節

545,845

41,949

液化石油ガス売上

受 注 工 事 収 益

42,698

機 器 販 売 収 益 41,949

255,518

ガス事業収益

営 業 雑 収 益

附帯事業収益

1,535,356

1,535,356

749受 注 工 事 収 益

機 器 販 売 収 益

令和2年度松江市ガス事業会計予算明細書

製 品 売 上

液化石油ガス売上

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

ガ ス 売 上 1,535,356

167,192

7,961,312

139,577営 業 収 益

款　　　項 予　定　額目
明　　　　　　　　　　細

3

他 会 計 補 助 金

目
金　　額 備　　　　　考節

長 期 前 受 金 戻 入 13,341

特 別 利 益

他 会 計 補 助 金

原 料 費

621,050

受 取 利 息 3

給 料

加 熱 燃 料 費

営 業 費 用

製 造 費

18,668

18,816

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賞与引当金繰入額

125

4,870

10,838

1

509

長期前受金戻入 13,341

予　定　額

支　　　　　　　　　　出

10,838

ガス事業費用

過年度損益修正益

手 当 等

被 服 費

営 業 外 収 益

受 注 工 事 収 益

受 取 利 息

雑 収 益 6,288

雑 収 益 6,288

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

1,280,527

556,018

9,311

1,209 2人
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

備　　　　　考金　　額節
款　　　項 予　定　額目

明　　　　　　　　　　細

人　件　費

職　　　員

人　件　費

職　　　員

(管理者含む)

19,593

手 当 等

給 料

厚 生 福 利 費

法 定 福 利 費

102,944

16

430貸倒引当金繰入額

修 繕 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

635

交 際 費

旅 費

50

研 修 費

消 耗 品 費

諸 欠 損

需 要 開 発 費

消 耗 品 費

52,109

4,920

37,823

41,869

△ 2,600

139

19,384

1,304

1,773

77,403

1,557

2,577

13,635

2,608

1,184

31,080

印 刷 製 本 費

燃 料 費

被 服 費

通 信 運 搬 費

固定資産除却費

538,942

光 熱 水 費

自 家 使 用 ガ ス

材 料 費

委 託 料

手 数 料

広 告 費

通 信 運 搬 費

減 価 償 却 費

委 託 料

消 耗 品 費

修 繕 費

8

17,930

2,907

賞与引当金繰入額

光 熱 水 費

特 別 修 繕
引 当 金 繰 入 額

供 給 販 売 費

5,763

120,535

1,902

2,868

2,310

法 定 福 利 費

202,376

1,022

21,757

48

407

12,358

被 服 費

退 職 給 付
引 当 金 繰 入 額

減 価 償 却 費

18,500

自 動 車 重 量 税

一 般 管 理 費

21人

129,874

5,533

146

1,481

2,209

3,689

賃 借 料

厚 生 福 利 費

6人

100,75340,627

50

132

保 険 料

1,015

固定資産除却費

負 担 金

5,403賞与引当金繰入額

給 料

1,149

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

手 当 等

－ 18 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

備　　　　　考金　　額節
款　　　項 予　定　額目

明　　　　　　　　　　細

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

人　件　費

職　　　員

報 償 費

液化石油ガス販売費

材 料 費

38,439

機 器 販 売 原 価

5,505

4,652

26,007

手 数 料 635

減 価 償 却 費

需 要 開 発 費

修 繕 費

工 事 請 負 費 300

185

44

4,490

委 託 料

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

受 注 工 事 費 333

負 担 金 1,063

12

428

500

手 数 料

6,042

462

附帯事業費用

営 業 雑 費 用

賃 借 料 1,936

15

330

広 告 費 169

1,714

239

536

委 託 料

107,590

雑 費

減 価 償 却 費

3,539

負 担 金

委 託 料 18,555

102

3,758

27,444

貸倒引当金繰入額

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

厚 生 福 利 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

自 動 車 重 量 税

6,772

保 険 料

16,026

869

賃 借 料 6,426

通 信 運 搬 費

1,924

377

3人

204,007

385

965

906

固定資産除却費

1,016

1,151

被 服 費

消 耗 品 費

7

機 器 販 売 費

536

法 定 福 利 費

原 料 費

220,559

受 注 工 事 費

加 熱 燃 料 費

19,884

13,977

6,676

86

手 当 等

給 料

202

1,366燃 料 費

修 繕 費

471固定資産除却費

保 険 料

52広 告 費

諸 欠 損 43

38,975

－ 19 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

備　　　　　考金　　額節
款　　　項 予　定　額目

明　　　　　　　　　　細

うち消費税及び地方消費税

9,349

1

43,802

62一時借入金利息

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1

1

企 業 債 利 息

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

予 備 費 1,100

予 備 費 1,100

30,106

雑 支 出

43,802

特 別 損 失

機 器 販 売 原 価

機 器 販 売 費 16,219

過年度損益修正損

過年度損益修正損 1

予 備 費

1

1,100

雑 支 出

営 業 外 費 用

委 託 料

73,909

100

30,044

6,870

材 料 費 33

－ 20 －



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

うち消費税及び地方消費税

うち消費税及び地方消費税

人　件　費

職　　　員

企業債償還金 327,785

327,785企 業 債 償 還 金

業務設備改良費 9,715

液化石油ガス
設 備 改 良 費

24,557

款　　　　　項

企業債償還金

61,168

目 予　定　額
明　　　　　　　　　　細

備　　　　　考

建 設 改 良 費 293,302

327,785

24,937

ガス事業資本的支出

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

節

621,087

支　　　　　　　　　　出

24,937

金　　額

266,600

3,655

270,255

企 業 債

工 事 負 担 金

企 業 債

266,600

3,655

266,600

明　　　　　　　　　　細

節 金　　額 備　　　　　考

工 事 負 担 金

款　　　　　項

ガス事業資本的収入

目 予　定　額

3,655

工 事 負 担 金

企 業 債

供給設備拡張費

拡 張 費

液化石油ガス
設 備 拡 張 費

1,916

2人59,252

製造設備改良費 66,231

改 良 費 232,134

供給設備改良費 131,631

－ 21 －


